


表１ 系統別のデータベース有無（数字は施設数）

総合
歴史
系

美術
系

理工
系

自然
史系

動水
植系

全体

有 ４３ １６７ １７５ １０ ２３ ３０ ４４８

無 ８７ ５６３ ４１４ ５６ ５９ ７５ １，２５４

はじめに
２０１９年末に中国で最初に確認された新型コロナウィル
ス感染症は、数ヶ月のうちに世界中に拡散し、現在も人
類の様々な活動を制限している。日常生活を直接的に支
える経済活動もさることながら、私たち現代人の精神生
活に必要不可欠な文化芸術活動も甚大な影響を被ってお
り、博物館・美術館・動植物園等（以下、単に博物館）
における展示をはじめとする諸活動もその一つである。
コロナ禍における博物館活動の低下に対して、以前か

ら進んでいた展示等のデジタル化・オンライン化（以下
単にデジタル化と省略）がさらに加速していくことが予
想される。当面続くと予想されるコロナ禍中において、
そして、コロナ禍がもたらした社会変化によって将来に
おいても、博物館活動のデジタル化は新たな次元に入っ
ていくであろう。
しかし、博物館のデジタル化の現状は、館の種類や規

模、運営状況によって大きな差がある他、様々な課題が
あることが知られている。今後の展開を占うためにも、
現状の博物館におけるデジタル化の実態を把握すること
が必要と考えられる。このような問題意識の下、本グ
ループは、全国各地の博物館のウェブサイトを閲覧し、
博物館活動のどのような分野が、どのようにデジタル化
されているかを調査することとした。

１．調査方法
調査対象は、文化庁（https:／／www.bunka.go.jp）の一

覧に記載されている登録博物館・博物館相当施設・公開
承認施設、日本博物館協会（https:／／www.j-muse.or.jp／）
加盟施設、国立博物館など１，７０２施設である。デジタル
化の進捗状況を把握するために、各施設のHP（ホーム
ページ）から、データベース公開の有無、リポジトリ公
開の有無、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス）の利用状況を調査した。
データベースとは、所蔵資料の名称、寸法や製作年な

どの情報をデジタル化して公開しているものとし、それ
をHP上で閲覧可能かどうかを調査した。また、データ
ベース中に画像がある場合は、その枚数を集計した。
リポジトリの有無については、各施設の刊行物である、

図録や紀要などについて、PDF形式などの形でデジタル
化したものを公開しているかどうかを調査した。
SNSについては、Twitter、Facebook、Instagramの３つ

を主な調査対象とし、それぞれの利用状況を調査した。
それ以外のものについては、その他として集計した。
集計結果を地域ごと、系統ごと、運営主体ごとなどに

整理し、デジタル化の進捗状況について差がみられるか
どうかを検討した。

なお、地域は、北海道・東北地方、東京・関東地方、
北信越地方、東海地方、近畿地方、中国地方、四国地方、
九州・沖縄地方に分類した。博物館の系統は、総合（多
系統のもの）、歴史系、美術系、理工系、自然史系、動
水植系（動物園・水族館・植物園）の６種類とした。

２．データベースの公開状況
⑴ 全国
全国の博物館について、系統ごとにデータベース公開

の有無を集計した結果、博物館全体では、データベース
有りは４４８施設（２６％）、無しは１，２５４施設（７４％）であっ
た（表１、図１）。データベース有りの施設の割合が最
大となったのは総合で３３％、また、最小となったのは理
工系で１５％である。ただし、集計結果にはほとんど差が
見られず、どの系統の博物館でも、データベース有りは
２０～３０％程度にしか満たなかった（表１、図２）。これ
は全国の平均とも合致しており（図１）、どの系統でも
ほとんど突出することなくデータベースの有無には差が
ないということが分かった。
この集計を行う前には、データベースは歴史系で多く、

動水植系で少ないのではないかと予想していた。歴史系
は全系統の中で最も施設数が多いことと、文字資料など、
デジタル化しやすい性質を持つ資料があるためである。
一方、動水植系では生きた動物や植物を扱うため、長く
残りやすい物質と比べてデータベースのインターネット
上への公開が難しいのではないかと考え、このように予
想した。しかし、集計結果は予想と異なり、歴史系、動
水植系ともにほとんど他の系統と差が見られなかった。
データベース有りの施設の割合が最も小さかったのは、

理工系である。理工系に分類した科学博物館は、「物理
学、化学、理学、工学などの資料を集めて、展示による
教育を行なう機関」である（小学館『日本国語大辞典』
による）。例として、東京の「日本科学未来館」が分か
りやすく、立体視映像による科学や宇宙の投影、ロボッ
トの設置、触れあいなどが見られる。理工系に分類した
施設では、体験型の教育的展示物が多い傾向が見られた。
児童生徒が学校教育の一環としても訪れる、いわゆる科
学館が理工系に分類されていること、データベースを作
りづらい展示物が多いことが、今回の結果に関わるので
はないかと推測する。
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図１ データベース有無（全国）

図２ 系統別データベース有無（全国）

表２―Ⅰ データベースの有無・比率（北海道・東北地方）

有 無

北海道（ ７３） １０施設（１４％） ６３施設（８６％）

青森県（ １０） １施設（１０％） ９施設（９０％）

秋田県（ １２） ３施設（２５％） ９施設（７５％）

岩手県（ ２６） ４施設（１５％） ２２施設（８５％）

山形県（ ２３） ２施設（ ９％） ２１施設（９１％）

宮城県（ ２８） ３施設（１１％） ２５施設（８９％）

福島県（ ２７） ５施設（１９％） ２２施設（８１％）

全 体（１９９） ２８施設（１４％） １７４施設（８６％）

※県名右横のカッコ内の数字は、その県全体の施設数を
表す（以降も同様）。

表２―Ⅱ データベースの画像枚数（北海道・東北地方全体）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

１施設 ０施設 ５施設 ７施設 １５施設

表３―Ⅰ データベースの有無・比率（東京都）

施設数 比率

有 ６４ ３５％

無 １１７ ６５％

表３―Ⅱ データベースの画像枚数（東京都）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

１８施設 ３施設 １３施設 １６施設 １４施設

⑵ 地域別
（ⅰ） 北海道・東北地方
北海道・東北地方（全１９９施設）の場合、２８施設（１４％）

がデータベース有り、１７４施設（８６％）が無しであった
（表２―Ⅰ）。データベースの保有率は他の地域と比べて
最も低く、データベースの整備・普及が遅れている地域
だと考えられる。
一方、データベース内の画像枚数は３桁以上保有する

施設が比較的多く、データベースの内容自体は充実して
いると考えられる（表２―Ⅱ）。

（ⅱ） 関東地方
①東京都
東京都（全１８１施設）の場合、６４施設（３５％）がデー

タベース有り、１１７施設（６５％）が無しであった（表３―
Ⅰ）。半数以上の施設がデータベースをHP上では公開し
ておらず、都全体としてはそこまで普及していないよう
に考えられる。
画像枚数は２～３桁の施設が多かった一方で、０枚

（画像なし）の施設も比較的多い（表３―Ⅱ）。この点に
ついてさらに調べると、歴史系で１１施設、美術系で５施
設と特定の系統に多いことが分かった。

②その他７県
東京都を除くその他７県（全２６８施設）の場合、６０施

設（２２％）がデータベース有り、２０８施設（７８％）が無
しであった（表４―Ⅰ）。埼玉県や千葉県では県全体の
３～４割の施設にデータベースがある一方、栃木県や神
奈川県、山梨県では２割を下回っており、地方内で保有
率にバラつきがあった（表４―Ⅰ）。有りの施設の中では、
栃木県と神奈川県で自然史系、動水植系が多いが、全体
的には歴史系、美術系が多い。
また、画像枚数は２～３桁ある施設が多く（表４―Ⅱ）、

データベースの内容自体はある程度充実している。千葉
県では、４桁以上の画像を持つ施設が７施設あり、県全
体のデータベース保有施設の半数近くあった。

地域博物館におけるデジタルアーカイブの実態調査
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表４―Ⅰ データベースの有無（関東地方（その他７県））

有 無

栃 木 県（ ３４） ６施設（１８％） ２８施設（８２％）

茨 城 県（ ３３） ９施設（２７％） ２４施設（７３％）

群 馬 県（ ２８） ６施設（２１％） ２２施設（７９％）

埼 玉 県（ ３０） １２施設（４０％） １８施設（６０％）

千 葉 県（ ４７） １５施設（３２％） ３２施設（６８％）

神奈川県（ ６８） １１施設（１６％） ５７施設（８４％）

山 梨 県（ ２８） １施設（ ４％） ２７施設（９６％）

全 体（２６８） ６０施設（２２％） ２０８施設（７８％）

表４―Ⅱ データベースの画像枚数（関東地方（その他７件））

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

栃 木 ０施設 ０施設 ３施設 ３施設 ０施設

茨 城 ０施設 ０施設 ５施設 ４施設 ０施設

群 馬 ０施設 ０施設 ３施設 ２施設 １施設

埼 玉 １施設 ０施設 ２施設 ４施設 ５施設

千 葉 １施設 ０施設 ４施設 ３施設 ７施設

神奈川 １施設 ０施設 ５施設 ２施設 ３施設

山 梨 ０施設 ０施設 １施設 ０施設 ０施設

表５―Ⅰ データベースの有無（北信越地方）

有 無

新潟県（ ４０） １４施設（３５％） ２６施設（６５％）

富山県（ ３７） ９施設（２４％） ２８施設（７６％）

石川県（ ３８） １５施設（４１％） ２３施設（５９％）

福井県（ ２７） ９施設（３３％） １８施設（６７％）

長野県（ ９１） １３施設（１４％） ７８施設（８６％）

全 体（２３３） ６０施設（２６％） １７３施設（７４％）

表５―Ⅱ データベースの画像枚数（北信越地方）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

１２施設 ４施設 １９施設 １８施設 ７施設

表６―Ⅰ データベースの有無（東海地方）

有 無

静岡県（ ４３） １２施設（２８％） ３１施設（７２％）

岐阜県（ ３４） １０施設（２９％） ２４施設（７１％）

愛知県（ ７７） １２施設（１６％） ６５施設（８４％）

全 体（１５４） ３４施設（２８％） １２０施設（７２％）

表６―Ⅱ データベースの画像枚数（東海地方）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

静 岡 ０施設 １施設 ３施設 ４施設 ４施設

岐 阜 ４施設 ０施設 ３施設 ３施設 ０施設

愛 知 ２施設 ０施設 ５施設 ３施設 ２施設

（ⅲ） 中部地方
①北信越地方
北信越地方（全２３３施設）では、６０施設（２６％）がデー

タベース有り、１７３施設（７４％）が無しであった（表５―
Ⅰ）。施設数としては全体の約４分の１程度だが、新潟
県や石川県、福井県では保有率が３割を超えていた（表
５―Ⅰ）。有りの施設の系統としては、福井県で自然史系
がやや多いが、全体的には歴史系、美術系が多い。
画像枚数は２～３桁ある施設が多く、データベースの

内容に関しては関東地方と似たような傾向を持つと考え
られる（表５―Ⅱ）。

②東海地方
東海地方（全１５４施設）では、３４施設（２８％）がデー

タベース有り、１２０施設（７２％）が無しであった（表６―
Ⅰ）。静岡県や岐阜県では保有率が３割近くあった一方、
愛知県では２割を下回っており、地域内で差が生じてい
る（表６―Ⅰ）。有りの施設の系統としては、岐阜県で、
総合、自然史系がやや多いが、全体的には歴史系、美術
系が多い。
画像枚数については２～３桁の施設が多いが、静岡県

では４桁以上ある施設の数が比較的多かった一方、岐阜
県では０枚（画像なし）の施設が多く、ここでも地域内
で違いが現れていた（表６―Ⅱ）。

（ⅳ） 近畿地方
関西地方（全２６３施設）では、５０施設（１９％）がデー

タベース有り、２１３施設（８１％）が無しであった（表７―
Ⅰ）。全体の保有率は２割を下回っており、北海道・東
北地方に次いでデータベースの導入が遅れている。特に、
大阪府・京都府・兵庫県の保有施設は全体の１割程度し
かない（表７―Ⅰ）。有りの施設の系統としては、兵庫県、
和歌山県で動水植系がみられるほかは、歴史系、美術系
が多い。
画像枚数は２～３桁の施設が多く、４桁以上持つ施設

も比較的多い。先程述べた３府県についても、データ
ベース内の画像枚数が３～４桁ある施設が多かった（表
７―Ⅱ）。
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表７―Ⅰ データベースの有無（近畿地方）

有 無

三 重 県（ ２６） ９施設（３５％） １７施設（６５％）

滋 賀 県（ ２４） ５施設（２１％） １９施設（７９％）

京 都 府（ ５５） ８施設（１５％） ４７施設（８５％）

大 阪 府（ ５０） ６施設（１２％） ４４施設（８８％）

兵 庫 県（ ６３） ９施設（１４％） ５４施設（８６％）

奈 良 県（ ２７） ８施設（３０％） １９施設（７０％）

和歌山県（ １８） ５施設（２８％） １３施設（７２％）

全 体（２６３） ５０施設（１９％） ２１３施設（８１％）

表７―Ⅱ データベースの画像枚数（近畿地方）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

三 重 ０施設 ０施設 ４施設 ４施設 １施設

滋 賀 ０施設 ０施設 ０施設 ２施設 ３施設

京 都 ０施設 ０施設 ３施設 ２施設 ３施設

大 阪 ２施設 ０施設 ０施設 ２施設 ２施設

兵 庫 ２施設 ０施設 ０施設 ４施設 ３施設

奈 良 ０施設 ０施設 ５施設 ２施設 １施設

和歌山 ０施設 ０施設 ２施設 ３施設 ０施設

表８―Ⅰ データベースの有無（中国地方）

有 無

鳥取県（ ９） ５施設（５６％） ４施設（４４％）

島根県（ ２８） １５施設（５４％） １３施設（４６％）

岡山県（ ３９） ２６施設（６７％） １３施設（３３％）

広島県（ ４３） ２８施設（６５％） １５施設（３５％）

山口県（ ３１） １９施設（６１％） １２施設（３９％）

全 体（１５０） ９３施設（６２％） ５７施設（３８％）

表８―Ⅱ データベースの画像枚数（中国地方全体）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

５施設 １９施設 ４６施設 １７施設 ６施設

表９―Ⅰ データベースの有無（四国地方）

有 無

徳島県（１３） ５施設（３８％） ８施設（６２％）

香川県（１９） ５施設（２６％） １４施設（７４％）

愛媛県（３２） ３施設（ ９％） ２９施設（９１％）

高知県（２０） ４施設（２０％） １６施設（８０％）

全 体（８４） １７施設（２０％） ６７施設（８０％）

表９―Ⅱ データベースの画像枚数（四国地方全体）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

０施設 ０施設 ８施設 ６施設 ３施設

（ⅴ） 中国地方
中国地方（全１５０施設）では、９３施設（６２％）がデー

タベース有り、５７施設（３８％）が無しであった（表８―
Ⅰ）。データベースの保有率は６割ほどで、全国で最も
データベースの導入・保有が進んでいる地域だといえる。
特に岡山県や広島県ではおよそ７割の施設がデータベー
スを保有しており、鳥取県や島根県、山口県でも保有施
設が５～６割程度あった（表８―Ⅰ）。有りの施設の系統
としては、全体的には歴史系、美術系が多いが、鳥取県
で総合、それ以外の４県では動水植系もみられる。
画像枚数は２桁の施設が比較的多く、１桁または３桁

ある施設がその次に多かった（表８―Ⅱ）。データベース
の保有率は高いものの、内容に関してはそこまで充実し
ていないのではと推測した。

（ⅵ） 四国地方
四国地方（全８４施設）では、１７施設（２０％）がデータ

ベース有り、６７施設（８０％）が無しであった（表９―Ⅰ）。
保有率は全体の２割しかなく、現状データベース化はあ
まり進んでいない。都道府県別では、徳島県が県全体の
およそ４割の施設でデータベースを持つ一方、愛媛県で
は１割に満たなかった（表９―Ⅰ）。有りの施設の系統は、
歴史系、美術系が多いが、動水植系も比較的多い。
画像枚数は２桁の施設が多く、データベースの内容に

関しては他の地方と比較してそこまで充実してないと考
えられる（表９―Ⅱ）。

（ⅶ） 九州・沖縄地方
九州・沖縄地方（全１７０施設）では、４２施設（２５％）

がデータベース有り、１２８施設（７５％）が無しであった
（表１０―Ⅰ）。すなわち、地方全体の４分の１の施設が
データベースを持っていることになる。県別でみると、
沖縄県がほぼ半数、福岡県が３割の施設でデータベース

地域博物館におけるデジタルアーカイブの実態調査
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表１０―Ⅰ データベースの有無（九州・沖縄地方）

有 無

福 岡 県（ ３６） １２施設（３３％） ２４施設（６７％）

佐 賀 県（ １２） ２施設（１７％） １０施設（８３％）

長 崎 県（ ２０） ３施設（１５％） １７施設（８５％）

熊 本 県（ ２２） ５施設（２３％） １７施設（７７％）

大 分 県（ １７） ３施設（１８％） １４施設（８２％）

宮 崎 県（ １０） ２施設（２０％） ８施設（８０％）

鹿児島県（ ３３） ５施設（１５％） ２８施設（８５％）

沖 縄 県（ ２０） １０施設（５０％） １０施設（５０％）

全 体（１７０） ４２施設（２５％） １２８施設（７５％）

表１０―Ⅱ データベースの画像枚数（九州・沖縄地方全体）

０枚 １桁 ２桁 ３桁 ４桁～

２施設 １施設 １３施設 ３施設 ２２施設

図３ 日本全国のリポジトリ有無

表１１ 日本全国の系統別リポジトリ有無

全 国 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ６４％（ ８４施設） ３６％（ ４５施設）

歴 史 系 ４７％（３４２施設） ５３％（３８８施設）

美 術 系 ３９％（２３０施設） ６１％（３６０施設）

理 工 系 ２９％（ １９施設） ７１％（ ４７施設）

自 然 史 系 ５２％（ ４３施設） ４８％（ ３９施設）

動 水 植 系 ２９％（ ３０施設） ７１％（ ７５施設）

表１２ 北海道の系統別リポジトリ有無

北 海 道 リポジトリ有 リポジトリ無

全 体 ３６％（２６施設） ６４％（４７施設）

総 合 ６７％（１２施設） ３３％（ ６施設）

歴 史 系 ４５％（１０施設） ５５％（１２施設）

美 術 系 ６％（ １施設） ９４％（１６施設）

理 工 系 ０％（ ０施設） １００％（ ４施設）

自 然 史 系 ７５％（ ３施設） ２５％（ １施設）

動 水 植 系 ０％（ ０施設） １００％（ ８施設）

を持っている。その一方、佐賀県や鹿児島県など、デー
タベースを持つ施設数が２割を切っている県もあり、地
方の中で格差が目立っていた（表１０―Ⅰ）。有りの施設の
系統としては、歴史系、美術系が多いが、総合、動水植
系もみられる。
データベース内の画像枚数は４桁以上の施設が２２件あ

り、他の地方と比較して最も多かった（表１０―Ⅱ）。デー
タベースの内容は充実していると考えられる。

３．リポジトリの公開状況
⑴ 全国
日本全国にある博物館において、７４８施設（約４４％）

がリポジトリ有り、残りの９５４施設（５６％）がリポジト
リ無しであった（図３）。日本全国で見てみると、リポ
ジトリ無しの施設のほうが多く、刊行図書のデジタル化
はまだ進んでいない施設が多いことがわかる。
系統別でみると、リポジトリ有りの割合が高いものは

総合で６４％、次いで自然史系５２％である（表１１）。

⑵ 地域別
（ⅰ） 北海道・東北地方
①北海道
北海道では、施設数に対してリポジトリ有りの割合が

約３６％とそれほど高い割合ではない（表１２）。系統でみ
ると、総合や歴史系が多く、美術系などその他の系統が
比較的少ない（表１２）。

②東北地方
東北地方は、リポジトリ有りが約３０％、リポジトリ無

しが約７０％と数字で見ても大きな差がある。あまりリポ
ジトリの整備が進んでいないことが読み取れる（表１３―
Ⅰ）。県ごとに見ても、ほとんどの県で、リポジトリ無
しの方が多い。リポジトリ有りとリポジトリ無しでは２
倍近く差がついている県が多い。しかし、青森県はリポ
ジトリ有りと無しの数が同じで、他の県よりは整備が進
んでいるかもしれない。次に系統別に見てみる。歴史系
や美術系といった系統が多くの施設を占めているが、歴
史系ではリポジトリ無しがリポジトリ有りの約２倍、美
術系ではリポジトリ無しがリポジトリ有りの約６倍と大
きな差がある（表１３―Ⅱ）。

２０２０年度 地域調査プロジェクト成果報告書

６



表１３―Ⅰ 東北地方のリポジトリ有無

東北地方 リポジトリ有 リポジトリ無

青 森 県 ５０％（ ５施設） ５０％（ ５施設）

秋 田 県 ２５％（ ３施設） ７５％（ ９施設）

岩 手 県 １９％（ ５施設） ８１％（２１施設）

山 形 県 ３０％（ ７施設） ７０％（１６施設）

宮 城 県 ３６％（１０施設） ６４％（１８施設）

福 島 県 ３０％（ ８施設） ７０％（１９施設）

全 体 ３０％（３８施設） ７０％（８８施設）

表１３―Ⅱ 東北地方の系統別リポジトリ有無

東北地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ４４％（ ７施設） ５６％（ ９施設）

歴 史 系 ３４％（２１施設） ６６％（４１施設）

美 術 系 １５％（ ５施設） ８５％（２９施設）

理 工 系 ５０％（ ３施設） ５０％（ ３施設）

自 然 史 系 ２０％（ １施設） ８０％（ ４施設）

動 水 植 系 ３３％（ １施設） ６６％（ ２施設）

表１４ 東京都のリポジトリ有無

東 京 都 リポジトリ有 リポジトリ無

全 体 ５４％（９８施設） ４６％（８３施設）

総 合 ５０％（ ７施設） ５０％（ ７施設）

歴 史 系 ６６％（５０施設） ３４％（２６施設）

美 術 系 ５１％（３８施設） ４９％（３７施設）

理 工 系 １１％（ １施設） ８９％（ ８施設）

自 然 史 系 ６７％（ ２施設） ３３％（ １施設）

動 水 植 系 ０％（ ０施設） １００％（ ４施設）

表１５―Ⅰ 関東地方（その他７県）のリポジトリ有無

関東地方 リポジトリ有 リポジトリ無

栃 木 県 ９％（ ３施設） ９１％（ ３１施設）

茨 城 県 ５２％（１７施設） ４８％（ １６施設）

群 馬 県 ３９％（１１施設） ６１％（ １７施設）

埼 玉 県 ４３％（１３施設） ５７％（ １７施設）

千 葉 県 ６０％（２８施設） ４０％（ １９施設）

神 奈 川 県 ９％（ ６施設） ９１％（ ６２施設）

山 梨 県 ７％（ ２施設） ９３％（ ２６施設）

全 体 ３０％（８０施設） ７０％（１８８施設）

表１５―Ⅱ 関東地方（その他７県）の系統別リポジトリ有無

関東地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ５８％（１１施設） ４２％（ ８施設）

歴 史 系 ３８％（４３施設） ６２％（７０施設）

美 術 系 １５％（１４施設） ８５％（７８施設）

理 工 系 １５％（ ２施設） ８５％（１１施設）

自 然 史 系 ５０％（ ８施設） ５０％（ ８施設）

動 水 植 系 １４％（ ２施設） ８５％（１３施設）

（ⅱ） 東京・関東地方
①東京都
東京都は、リポジトリ無しよりリポジトリ有りの方が

多いが、大きな差はみられない（表１４）。系統別で見る
と、美術系は、リポジトリ有りと無しの施設数はほぼ同
じであるが、歴史系はリポジトリ有りが無しの約２倍で
ある。

②その他７県
関東地方では、リポジトリ有りは約３０％、リポジトリ

無しは約７０％である（表１５―Ⅰ）。特に栃木県や神奈川県
はリポジトリ無しがリポジトリ有りの約１０倍で、圧倒的
な差がある。逆に、千葉県はリポジトリ有りがリポジト

リ無しの約１．５倍で、県ごとでかなり異なっている。次
に系統別にみると、多くの割合を占める歴史系や美術系
は、リポジトリ無しの方が上回っている。特に美術系は
約５倍の差がある。また、動水植系の施設数は他の系統
と比べて少なく、リポジトリ無しがほとんどを占めてい
る。特に動物園ではリポジトリ有りの施設がないという
結果になった（表１５―Ⅱ）。

（ⅲ） 中部地方
①北信越地方
北信越地方は、リポジトリ有りが約５５％、リポジトリ

無しが約４４％でリポジトリ有りの方が少し上回っている。
県別では、長野県のみが無しの方が多いが、ほぼ５０％で
あり、それ以外の県では、有りが上回っている（表１６―Ⅰ）。
系統別では、動水植系以外は、リポジトリ有りの方が

上回っている。リポジトリの整備が比較的進んでいると
いえる（表１６―Ⅱ）。
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表１６―Ⅰ 北信越地方のリポジトリ有無

北信越地方 リポジトリ有 リポジトリ無

新 潟 県 ５３％（ ２１施設） ４７％（ １９施設）

富 山 県 ６５％（ ２４施設） ３５％（ １３施設）

石 川 県 ６１％（ ２３施設） ３９％（ １５施設）

福 井 県 ７４％（ ２０施設） ２６％（ ７施設）

長 野 県 ４５％（ ４１施設） ５５％（ ５０施設）

全 体 ５５％（１２９施設） ４５％（１０４施設）

表１６―Ⅱ 北信越地方の系統別リポジトリ有無

北信越地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ８６％（１２施設） １４％（ ２施設）

歴 史 系 ５６％（５６施設） ４４％（４４施設）

美 術 系 ５０％（４７施設） ５０％（４７施設）

理 工 系 ４０％（ ２施設） ６０％（ ３施設）

自 然 史 系 ７９％（１１施設） ２１％（ ３施設）

動 水 植 系 ３３％（ ２施設） ６７％（ ４施設）

表１７―Ⅰ 東海地方の県別リポジトリ有無

東海地方 リポジトリ有 リポジトリ無

静 岡 県 ３５％（１５施設） ６５％（ ２８施設）

岐 阜 県 ３２％（１１施設） ６８％（ ２３施設）

愛 知 県 ２６％（２０施設） ７４％（ ５７施設）

全 体 ３０％（４６施設） ７０％（１０８施設）

表１７―Ⅱ 東海地方の系統別リポジトリ有無

東海地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ５７％（ ４施設） ４３％（ ３施設）

歴 史 系 ３６％（２１施設） ６４％（３８施設）

美 術 系 ２４％（１３施設） ７６％（４１施設）

理 工 系 １３％（ １施設） ８７％（ ７施設）

自 然 史 系 ４５％（ ５施設） ５５％（ ６施設）

動 水 植 系 １３％（ ２施設） ８７％（１３施設）

表１８―Ⅰ 近畿地方の県別リポジトリ有無

近畿地方 リポジトリ有 リポジトリ無

三 重 県 ４２％（１１施設） ５８％（ １５施設）

滋 賀 県 ３８％（ ９施設） ６２％（ １５施設）

京 都 府 ２９％（１６施設） ７１％（ ３９施設）

大 阪 府 ２４％（１２施設） ７６％（ ３８施設）

兵 庫 県 ２９％（１９施設） ７１％（ ４４施設）

奈 良 県 ２６％（ ７施設） ７４％（ ２０施設）

和 歌 山 県 ２８％（ ５施設） ６２％（ １３施設）

全 体 ３０％（７９施設） ７０％（１８３施設）

表１８―Ⅱ 近畿地方の系統別リポジトリ有無

近畿地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ６７％（ ８施設） ３３％（ ４施設）

歴 史 系 ３２％（４０施設） ６８％（８２施設）

美 術 系 １８％（１６施設） ８２％（７４施設）

理 工 系 ３８％（ ３施設） ６２％（ ５施設）

自 然 史 系 ４６％（ ６施設） ５４％（ ７施設）

動 水 植 系 ３３％（ ６施設） ６７％（１２施設）

②東海地方
東海地方は、リポジトリ有りが約３０％、リポジトリ無

しが約７０％でリポジトリ無しが大きく上回った（表１７―
Ⅰ）。県別で見ると、すべての県でリポジトリ無しが多
い。特に、愛知県では、７５％がリポジトリ無しであり、
大きな偏りが見られた（表１７―Ⅰ）。
系統別で見ると、美術系と歴史系では、リポジトリ無

しが有りを大きく上回っている。そのほかの系統では大
きな偏りは見られなかった（表１７―Ⅱ）。

（ⅳ） 近畿地方
近畿地方は、近畿全体で見てみると施設数に対してリ

ポジトリ有りの割合が約３０％とあまり高くない（表１８―
Ⅰ）。近畿の中で、施設数に対してリポジトリ有りの割
合が高い県は、三重県と滋賀県である。文化財や歴史的
なものが多い京都府や奈良県は、それほど割合が高くな
い。そのため、文化財の多さや文化的な観光業が盛んな
こととリポジトリ有りの割合が高いこととの関係がない
ように思われる。
系統別でみると、総合以外はリポジトリ無しの割合の

ほうが多い（表１８―Ⅱ）。
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表１９―Ⅰ 中国地方のリポジトリ有無

中国地方 リポジトリ有 リポジトリ無

鳥 取 県 ６７％（ ６施設） ３３％（ ３施設）

島 根 県 ５４％（１５施設） ４６％（１３施設）

岡 山 県 ５４％（２１施設） ４６％（１８施設）

広 島 県 ６７％（２９施設） ３３％（１４施設）

山 口 県 ６１％（１９施設） ３９％（１２施設）

全 体 ６０％（９０施設） ４０％（６０施設）

表１９―Ⅱ 中国地方の系統別リポジトリ有無

中国地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 １００％（ ９施設） ０％（ ０施設）

歴 史 系 ５５％（２８施設） ４５％（２３施設）

美 術 系 ６９％（４２施設） ３１％（１９施設）

理 工 系 ４４％（ ４施設） ５６％（ ５施設）

自 然 史 系 ３３％（ ３施設） ６７％（ ６施設）

動 水 植 系 ３６％（ ４施設） ７４％（ ７施設）

表２０―Ⅰ 四国地方のリポジトリ有無

四国地方 リポジトリ有 リポジトリ無

徳 島 県 ５４％（ ７施設） ４６％（ ６施設）

香 川 県 ５８％（１１施設） ４２％（ ８施設）

愛 媛 県 ５０％（１６施設） ５０％（１６施設）

高 知 県 ５５％（１１施設） ４５％（ ９施設）

全 体 ５４％（４５施設） ４６％（３９施設）

表２０―Ⅱ 四国地方の系統別リポジトリ有無

四国地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ４０％（ ２施設） ６０％（ ３施設）

歴 史 系 ４７％（１８施設） ５３％（２０施設）

美 術 系 ６４％（１８施設） ３６％（１０施設）

理 工 系 ６６％（ ２施設） ３３％（ １施設）

自 然 史 系 ５０％（ １施設） ５０％（ １施設）

動 水 植 系 ５０％（ ４施設） ５０％（ ４施設）

表２１―Ⅰ 九州地方の県別リポジトリ有無

九州地方 リポジトリ有 リポジトリ無

福 岡 県 ８６％（ ３１施設） １４％（ ５施設）

佐 賀 県 １００％（ １２施設） ０％（ ０施設）

長 崎 県 ６５％（ １３施設） ２５％（ ７施設）

熊 本 県 ５９％（ １３施設） ４１％（ ９施設）

大 分 県 ５３％（ ９施設） ４７％（ ８施設）

宮 崎 県 ８０％（ ８施設） ２０％（ ２施設）

鹿 児 島 県 ５５％（ １８施設） ４５％（１５施設）

沖 縄 県 ６０％（ １２施設） ４０％（ ８施設）

全 体 ６８％（１１６施設） ３２％（５４施設）

表２１―Ⅱ 九州地方の系統別リポジトリ有無

九州地方 リポジトリ有 リポジトリ無

総 合 ８０％（１２施設） ２０％（ ３施設）

歴 史 系 ６３％（５５施設） ３８％（３２施設）

美 術 系 ８０％（３６施設） ２０％（ ９施設）

理 工 系 １００％（ １施設） ０％（ ０施設）

自 然 史 系 ６０％（ ３施設） ４０％（ ２施設）

動 水 植 系 ５３％（ ９施設） ４７％（ ８施設）

（ⅴ） 中国地方
中国地方は、すべての県でリポジトリ有りが多く、約

６０％の施設がリポジトリ有りになっている（表１９―Ⅰ）。
中国地方は合計１５０施設で、他の地域に比べてあまり数
が多くないが、全体的にリポジトリの整備が進んでいる
ことが読み取れる。また系統別にみてみると、歴史系・
美術系・総合などの系統は、ほとんどリポジトリ有りが
上回っている。一方、動物園や水族館は施設数が少ない
が、これらの施設ではリポジトリ無しの方が上回ってい
る。歴史・美術系では施設数が多いので、その分リポジ
トリの公開も進んでいるのかもしれない（表１９―Ⅱ）。

（ⅵ） 四国地方
四国地方では、施設数が他地域と比べて少なく、リポ

ジトリ有りが約５４％、リポジトリ無しが約４６％で大きな
偏りは見られない（表２０―Ⅰ）。県別、系統別での大きな
偏りも見られなかった（表２０―Ⅱ）。

（ⅶ） 九州・沖縄地方
九州地方は、どの県もリポジトリ有りが多い状況にあ

り、１７０施設のうち６８％の施設がリポジトリ有りという
ことがこの表からわかる（表２１―Ⅰ）。県ごとに見ても、
施設数に対してリポジトリ有りの割合が一番少ない鹿児
島県でも４８％ある。この結果から、九州地方の博物館は
刊行図書のデジタル化が進んでいる割合が高い。
系統別では、全体的にどの系統もリポジトリ有りの割

合が高い（表２１―Ⅱ）。
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図４ SNS利用の有無（全国）

図５ 使用SNSの種類（全国）

図６ 系統別のSNS利用の有無（全国）

図７ 系統別の使用SNSの種類（全国）

表２２―Ⅰ SNS利用の有無（北海道・東北地方・道県別）

有 無

北海道（ ７３） ６０施設（８２％） １３施設（１８％）

青森県（ １０） ８施設（８０％） ２施設（２０％）

秋田県（ １２） ８施設（６７％） ４施設（３３％）

岩手県（ ２６） １１施設（４２％） １５施設（５８％）

山形県（ ２３） １２施設（５２％） １１施設（４８％）

宮城県（ ２８） ２４施設（８６％） ４施設（１４％）

福島県（ ２７） １８施設（６７％） ９施設（３３％）

全 体（１９９） １４１施設（７１％） ５８施設（２９％）

４．SNSの利用状況
⑴ 全国
全国の博物館のSNS（Twitter、Instagram、Facebook）

の利用状況を集計した。以下、集計結果について述べる。
全国の博物館においてSNSを利用していたのは、９８３

施設（５８％）、SNSを利用していないのは７１９施設（４２％）
であった（図４）。使用しているSNSの種類は、Twitter

が６４０施設（６５％）、Facebookが７６９施設（７８％）、Instagram

が２８６施設（２９％）であった。複数種類使用している施
設もあり、延べ施設数での利用割合は、それぞれ３８％、
４５％、１７％である（図５）。
次に、調査した博物館を系統ごとに分類してSNSの利

用の有無について比較した（図６）。最もSNSを利用し
ている割合が高いのは動水植系の博物館であり、最も割
合が低いのは歴史系の博物館であった。歴史系の博物館
は、唯一SNSを利用していない割合の方が高い。
最後に、SNSを利用していた博物館を系統別に分け、

使用の内訳について比較した（図７）。すべての博物館
においてFacebook、Twitter、Instagramの順に使用率が高
いことがわかる。

⑵ 地域別
（ⅰ） 北海道・東北地方
北海道・東北地方では全１９８施設に対して、１４１施設

（７１％）がSNSを利用しており、５８施設（２９％）がSNS

を利用していなかった。北海道・東北地方においては全
施設のうちおよそ７割が何らかのSNSを利用していてい
る結果となった（表２２―Ⅰ）。道県別では、北海道・青森
県・宮城県では８割以上の施設がSNSを利用しており、
利用率の高さが目立った。系統別では、動物園と水族館
は全ての施設が何らかのSNSを利用していた（表２２―Ⅲ）。
また、使用されているSNSの種類は道県別・系統別とも
にFacebookが最も多く使われていた（表２２―Ⅱ、表２２―Ⅳ）。
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表２２―Ⅱ 使用SNSの内訳（北海道・東北地方・道県別）

Twitter Facebook Instagram

北 海 道 ２９施設 ４８施設 ８施設

青 森 県 ６施設 ６施設 ２施設

秋 田 県 １施設 ８施設 ０施設

岩 手 県 ６施設 ８施設 ０施設

山 形 県 ４施設 １２施設 ２施設

宮 城 県 １０施設 １７施設 ３施設

福 島 県 ９施設 １６施設 ６施設

表２２―Ⅲ SNS利用の有無（北海道・東北地方・系統別）

有 無

総 合 ２７施設（ ７７％） ８施設（２３％）

歴 史 系 ５０施設（ ６０％） ３４施設（４０％）

美 術 系 ４０施設（ ７８％） １１施設（２２％）

理 工 系 ９施設（ ９０％） １施設（１０％）

自 然 史 系 ５施設（ ５６％） ４施設（４４％）

動 水 植 系 １０施設（１００％） ０施設（ ０％）

表２２―Ⅳ 使用SNSの内訳（北海道・東北地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ９施設 ２４施設 ２施設

歴 史 系 ２２施設 ４２施設 ７施設

美 術 系 ２１施設 ３１施設 ７施設

理 工 系 ５施設 ６施設 ２施設

自 然 史 系 １施設 ４施設 ０施設

動 水 植 系 ７施設 ８施設 ３施設

表２３―Ⅰ SNS利用の有無（東京都）

有 無

東京都（１８１） １０６施設（５９％） ７５施設（４１％）

表２３―Ⅱ 使用SNSの内訳（東京都）

Twitter Facebook Instagram

東 京 都 ９４施設 ６４施設 ３０施設

表２３―Ⅲ SNS利用の有無（東京都・系統別）

有 無

総 合 ７施設（ ５０％） ７施設（５０％）

歴 史 系 ３５施設（ ４６％） ４１施設（５４％）

美 術 系 ５２施設（ ６９％） ２３施設（３１％）

理 工 系 ７施設（ ７８％） ２施設（２２％）

自 然 史 系 １施設（ ３３％） ２施設（６７％）

動 水 植 系 ４施設（１００％） ０施設（ ０％）

表２３―Ⅳ 使用SNSの内訳（東京都・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ６施設 ５施設 １施設

歴 史 系 ２９施設 １９施設 ７施設

美 術 系 ４７施設 ３５施設 １８施設

理 工 系 ７施設 ４施設 ３施設

自 然 史 系 １施設 １施設 １施設

動 水 植 系 ４施設 ０施設 ０施設

（ⅱ） 関東地方
①東京都
東京都では全１８１施設に対して、１０６施設（５９％）がSNS

を利用しており、７５施設（４１％）がSNSを利用していな
かった（表２３―Ⅰ）。東京都においては、調査した施設全
体の約６割はSNSを利用していた。
また、東京都の博物館においては、Twitter、Facebook、

Instagramの順に使用されている割合が高い（表２３―Ⅱ）。
加えて、系統別に分けた際には美術系、理工系、動水植
系においてはSNSを利用している場合が多く、歴史系や
自然史系においてはSNSを利用していない場合が多い
（表２３―Ⅲ）。
系統別のSNSの内訳においても、全体を通してTwitter、

Facebook、Instagramの順にSNSが使用されている割合が

高い（表２３―Ⅳ）。

②その他７県
東京都を除くその他７県では全２６８施設に対して、１３９

施設（５４％）がSNSを利用しており、１２９施設（４７％）
がSNSを利用していなかった（表２４―Ⅰ）。
群馬県や神奈川県で６～７割の施設がSNSを利用して

いる一方、栃木県や埼玉県では３～４割程度の施設でし
かSNSが利用されておらず、地方内でバラつきが見られ
た（表２４―Ⅰ）。
また、使用しているSNSの種類についてはFacebook、

Twitter、Instagramの順に割合が高いことが多いが、千葉
県ではFacebookが２割程度の施設での使用にとどまって
いるのに対し、Twitterを使用している施設は４割を超え
ており、地域内でも違いが現れていた（表２４―Ⅱ）。
また、系統別に見たSNSの有無については、動水植系

でSNSを利用している施設数がかなり多く、一方で歴史
系や美術系ではかなり少なくなっていた（表２４―Ⅲ）。
系統別に見たSNSの内訳としては、全体的にInstagram
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表２４―Ⅰ SNS利用の有無（関東地方（東京除く）・県別）

有 無

栃 木 県（ ３４） １３施設（３８％） ２１施設（６２％）

茨 城 県（ ３３） １７施設（５２％） １６施設（４８％）

群 馬 県（ ２８） １９施設（６８％） ９施設（３２％）

埼 玉 県（ ３０） １３施設（４３％） １７施設（５７％）

千 葉 県（ ４７） ２３施設（４９％） ２４施設（５１％）

神奈川県（ ６８） ４０施設（５９％） ２８施設（４１％）

山 梨 県（ ２８） １４施設（５０％） １４施設（５０％）

全 体（２６８） １３９施設（５２％） １２９施設（４８％）

表２４―Ⅱ 使用SNSの内訳（関東地方（東京除く）・県別）

Twitter Facebook Instagram

栃 木 県 ９施設 １０施設 １施設

茨 城 県 １５施設 １４施設 ３施設

群 馬 県 １２施設 １５施設 ５施設

埼 玉 県 １１施設 ８施設 ０施設

千 葉 県 １９施設 １０施設 ７施設

神 奈 川 県 ３２施設 ２８施設 １５施設

山 梨 県 １１施設 １２施設 ４施設

表２４―Ⅲ SNS利用の有無（関東地方（東京除く）・系統別）

有 無

総 合 ７施設（３７％） １２施設（６３％）

歴 史 系 ４９施設（４３％） ６４施設（５７％）

美 術 系 ５６施設（６１％） ３６施設（３９％）

理 工 系 ７施設（５４％） ６施設（４６％）

自 然 史 系 ８施設（５０％） ８施設（５０％）

動 水 植 系 １２施設（８０％） ３施設（２０％）

表２４―Ⅳ 使用SNSの内訳（関東地方（東京除く）・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ６施設 ４施設 １施設

歴 史 系 ４０施設 ２７施設 １１施設

美 術 系 ４２施設 ４３施設 １６施設

理 工 系 ５施設 ５施設 １施設

自 然 史 系 ５施設 ７施設 １施設

動 水 植 系 １１施設 １１施設 ５施設

表２５―Ⅰ SNS利用の有無（北信越地方・県別）

有 無

新潟県（ ４０） ２５施設（６３％） １５施設（３７％）

富山県（ ３７） ２５施設（６８％） １２施設（３２％）

石川県（ ３８） ２１施設（５５％） １７施設（４５％）

福井県（ ２７） ２１施設（７８％） ６施設（２２％）

長野県（ ９１） ４４施設（４８％） ４７施設（５２％）

全 体（２３３） １３６施設（５８％） ９７施設（４２％）

を使用している施設が少ないということがいえる。また、
Twitter、Facebookに関しては、同じくらいの割合の施設
が使用していることが多いが、歴史系ではTwitterが４０施
設に対し、Facebookが２７施設と使用している施設数が少
なかった（表２４―Ⅳ）。

（ⅲ） 中部地方
①北信越地方
北信越地方では、全２３３施設に対して、１３５施設（５８％）

がSNSを利用し、９８施設（４２％）がSNSを利用していな
かった（表２５―Ⅰ）。すなわち地方全体の半数以上がSNS

を利用していることになる。県別で見ると、長野県が９１
施設と全施設数は多かったが、SNS利用有りは４４施設
（４８％）と、北信越地方で一番少なかった。長野県以外
の県ではSNS有りは半数以上であった（表２５―Ⅰ）。
また、使用されているSNSはFacebook、Twitter、Insta-

gramの順に多く、福井県においてのみTwitterの使用率が
最も高く、他の県においてはFacebookの使用率が最も高
かった（表２５―Ⅱ）。系統別に見ると、水族館系統はSNS

有りが１００％、他の系統では、歴史系統のSNS有りが４０
施設（３９％）と半数を下回っているが、それ以外では、
高い割合であった。（表２５―Ⅲ）。また、系統別でのSNS

内訳は、Facebookが最も使用率が高かった（表２５―Ⅳ）。
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表２５―Ⅱ 使用SNSの内訳（北信越地方・県別）

Twitter Facebook Instagram

新 潟 県 １４施設 ２０施設 ４施設

富 山 県 １６施設 ２１施設 ５施設

石 川 県 １３施設 ２０施設 ６施設

福 井 県 １０施設 １８施設 ６施設

長 野 県 ２０施設 ４２施設 １４施設

表２５―Ⅲ SNS利用の有無（北信越地方・系統別）

有 無

総 合 ７施設（５０％） ７施設（５０％）

歴 史 系 ４１施設（４１％） ５９施設（５９％）

美 術 系 ６７施設（７１％） ２７施設（２９％）

理 工 系 ４施設（８０％） １施設（２０％）

自 然 史 系 １２施設（８６％） ２施設（１４％）

動 水 植 系 ５施設（８３％） １施設（１７％）

表２５―Ⅳ 使用SNSの内訳（北信越地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ２施設 ７施設 １施設

歴 史 系 ２１施設 ３６施設 ５施設

美 術 系 ３７施設 ５８施設 １５施設

理 工 系 ４施設 ４施設 ２施設

自 然 史 系 ７施設 １１施設 ９施設

動 水 植 系 ２施設 ５施設 ３施設

表２６―Ⅰ SNS利用の有無（東海地方・県別）

有 無

静岡県（ ４３） ２１施設（４９％） ２２施設（５１％）

岐阜県（ ３４） １９施設（５６％） １５施設（４４％）

愛知県（ ７７） ３３施設（４３％） ４４施設（５７％）

全 体（１５４） ７３施設（４７％） ８１施設（５３％）

表２６―Ⅱ 使用SNSの内訳（東海地方・県別）

Twitter Facebook Instagram

静 岡 県 １７施設 １８施設 １０施設

岐 阜 県 １１施設 １４施設 ６施設

愛 知 県 ２０施設 ２６施設 １９施設

表２６―Ⅲ SNS利用の有無（東海地方・系統別）

有 無

総 合 ５施設（７１％） ２施設（２９％）

歴 史 系 ２１施設（３６％） ３８施設（６４％）

美 術 系 ２６施設（４８％） ２８施設（５２％）

理 工 系 ６施設（７５％） ２施設（２５％）

自 然 史 系 ４施設（３６％） ７施設（６４％）

動 水 植 系 １１施設（７３％） ４施設（２７％）

表２６―Ⅳ 使用SNSの内訳（東海地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ３施設 ４施設 ３施設

歴 史 系 ８施設 １５施設 ８施設

美 術 系 ２１施設 ２２施設 １１施設

理 工 系 ４施設 ４施設 ４施設

自 然 史 系 ３施設 ３施設 １施設

動 水 植 系 ９施設 １０施設 ８施設

②東海地方
東海地方では全１５４施設に対して、７３施設（４７％）が

何らかのSNSを利用しており、８１施設（５３％）がSNSを
利用していなかった（表２６―Ⅰ）。静岡県、岐阜県、愛知
県の全ての県で、SNSを使用している施設が５割前後で、
地域内での大きな差は見られなかった（表２６―Ⅰ）。
使用しているSNSの種類についてはTwitterやFacebook

の割合が高いが、愛知県ではTwitterとInstagramを使用し
ている施設が同じくらいあり、ここでも地域内で違いが
現れていた（表２６―Ⅱ）。
系統別にみると、理工系や動水植系でかなり多いのに

対して、歴史系や自然史系で少なくなっており、系統ご
とに違いが現れた（表２６―Ⅲ）。
系統別で見たときの使用SNSの内訳は、Twitter、Face-

book、Instagramがおおよそ同じくらいの割合となってい
たが、美術系ではInstagramの割合が他の系統と比べ、一
段と低くなっている（表２６―Ⅳ）。

（ⅳ） 近畿地方
近畿地方では全２６３施設に対して、１３２施設（５０％）が

SNSを利用しており、１３１施設（５０％）がSNSを使用し
ていなかった。この結果から、近畿地方では全体のおよ
そ半分の施設がSNSを利用していることがわかる（表２７―
Ⅰ）。府県別の利用率では、滋賀県が約４割、その他の
県が５割前後と全体的にSNSを利用している施設は少な
い（表２７―Ⅰ）。使用されているSNSの種類は、府県別・
系統別のどちらもFacebookとTwitterが最も使われていた
（表２７―Ⅱ、表２７―Ⅳ）。
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表２７―Ⅰ SNS利用の有無（近畿地方・府県別）

有 無

三 重 県（ ２６） １２施設（４６％） １４施設（５４％）

滋 賀 県（ ２４） １２施設（５０％） １２施設（５０％）

京 都 府（ ５５） ２５施設（４５％） ３０施設（５５％）

大 阪 府（ ５０） ２８施設（５６％） ２２施設（４４％）

兵 庫 県（ ６３） ３６施設（５７％） ２７施設（４３％）

奈 良 県（ ２７） １０施設（３７％） １７施設（６３％）

和歌山県（ １８） ９施設（５０％） ９施設（５０％）

全 体（２６３） １３２施設（５０％） １３１施設（５０％）

表２７―Ⅱ 使用SNSの内訳（近畿地方・府県別）

Twitter Facebook Instagram

三 重 県 １１施設 １０施設 ２施設

滋 賀 県 ６施設 ９施設 ２施設

京 都 府 １７施設 １８施設 ８施設

大 阪 府 １８施設 ２２施設 ９施設

兵 庫 県 ２２施設 ３２施設 １６施設

奈 良 県 ６施設 ６施設 ２施設

和 歌 山 県 ７施設 ７施設 ２施設

表２７―Ⅲ SNS利用の有無（近畿地方・系統別）

有 無

総 合 ５施設（４２％） ７施設（５８％）

歴 史 系 ５３施設（４４％） ６８施設（５６％）

美 術 系 ４９施設（５４％） ４２施設（４６％）

理 工 系 ５施設（６３％） ３施設（３７％）

自 然 史 系 ８施設（６２％） ５施設（３８％）

動 水 植 系 １２施設（６７％） ６施設（３３％）

表２７―Ⅳ 使用SNSの内訳（近畿地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ２施設 ５施設 １施設

歴 史 系 ３９施設 ４３施設 １７施設

美 術 系 ３０施設 ３８施設 １１施設

理 工 系 ３施設 ４施設 ３施設

自 然 史 系 ４施設 ６施設 ２施設

動 水 植 系 ９施設 ８施設 ７施設

表２８―Ⅰ SNS利用の有無（中国地方・県別）

有 無

鳥取県（ ９） ８施設（８９％） １施設（１１％）

島根県（ ２８） ２０施設（７１％） ８施設（２９％）

岡山県（ ３９） ２５施設（６４％） １４施設（３６％）

広島県（ ４３） ２９施設（６７％） １４施設（３３％）

山口県（ ３１） ２２施設（７１％） ９施設（２９％）

全 体（１５０） １０４施設（６９％） ４６施設（３１％）

表２８―Ⅱ 使用SNSの内訳（中国地方・県別）

Twitter Facebook Instagram

鳥 取 県 ６施設 ６施設 ３施設

島 根 県 ８施設 １２施設 ４施設

岡 山 県 １７施設 ２１施設 １０施設

広 島 県 １９施設 ２３施設 ９施設

山 口 県 １２施設 ２０施設 １施設

表２８―Ⅲ SNS利用の有無（中国地方・系統別）

有 無

総 合 ７施設（７８％） ２施設（２２％）

歴 史 系 ２４施設（４７％） ２７施設（５３％）

美 術 系 ４８施設（７９％） １３施設（２１％）

理 工 系 ７施設（７８％） ２施設（２２％）

自 然 史 系 ８施設（８９％） １施設（１１％）

動 水 植 系 １０施設（９１％） １施設（ ９％）

（ⅴ） 中国地方
中国地方では全１５０施設に対して、１０４施設（６９％）が

SNSを利用しており、４６施設（３１％）が利用していなかっ
た（表２８―Ⅰ）。県別で見ると、どの県も６～７割の施設
が何らかのSNSを利用しており、全体的にSNSの普及が
進んでいることがわかる。特に鳥取県では全体の約９割
の施設がSNSを利用していた。
系統別においては、他の系統別の施設と比較すると歴

史系の施設の利用率の低さが目立った。それに対し、動
水植系では全ての施設がSNSを利用していた（表２８―Ⅲ）。
また、県別・系統別のSNSの種類では、Facebookが最も
多く使用されていた（表２８―Ⅱ、表２８―Ⅳ）。
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表２８―Ⅳ 使用SNSの内訳（中国地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ５施設 ７施設 ２施設

歴 史 系 １１施設 ２３施設 ４施設

美 術 系 ３１施設 ３６施設 １３施設

理 工 系 ３施設 ６施設 １施設

自 然 史 系 ５施設 ４施設 ３施設

動 水 植 系 ７施設 ６施設 ４施設

表２９―Ⅰ SNS利用の有無（四国地方・県別）

有 無

徳島県（１３） ７施設（５４％） ６施設（４６％）

香川県（１９） ５施設（２６％） １４施設（７３％）

愛媛県（３２） １４施設（４４％） １８施設（５６％）

高知県（２０） １４施設（７０％） ６施設（３０％）

全 体（８４） ４０施設（４８％） ４４施設（５２％）

表２９―Ⅱ 使用SNSの内訳（四国地方・県別）

Twitter Facebook Instagram

徳 島 県 ６施設 ４施設 １施設

香 川 県 ３施設 ５施設 ３施設

愛 媛 県 ８施設 １０施設 ７施設

高 知 県 １０施設 １１施設 ９施設

表２９―Ⅲ SNS利用の有無（四国地方・系統別）

有 無

総 合 ３施設（６０％） ２施設（４０％）

歴 史 系 １５施設（３９％） ２３施設（６１％）

美 術 系 １２施設（４３％） １６施設（５７％）

理 工 系 ２施設（６７％） １施設（３３％）

自 然 史 系 １施設（５０％） １施設（５０％）

動 水 植 系 ７施設（８８％） １施設（１２％）

表２９―Ⅳ 使用SNSの内訳（四国地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ２施設 ３施設 １施設

歴 史 系 １１施設 ９施設 ６施設

美 術 系 ６施設 １０施設 ７施設

理 工 系 ２施設 １施設 １施設

自 然 史 系 １施設 １施設 １施設

動 水 植 系 ５施設 ６施設 ４施設

表３０―Ⅰ SNS利用の有無（九州・沖縄地方・県別）

有 無

福 岡 県（ ３６） ２１施設（５８％） １５施設（４２％）

佐 賀 県（ １２） ８施設（６７％） ４施設（３３％）

長 崎 県（ ２０） １５施設（７５％） ５施設（２５％）

熊 本 県（ ２２） １３施設（５９％） ９施設（４１％）

大 分 県（ １７） １１施設（６５％） ６施設（３５％）

宮 崎 県（ １０） ７施設（７０％） ３施設（３０％）

鹿児島県（ ３３） ２１施設（６４％） １２施設（３６％）

沖 縄 県（ ２０） １６施設（８０％） ４施設（２０％）

全 体（１７０） １１２施設（６６％） ５８施設（３４％）

（ⅵ） 四国地方
四国地方では全８４施設に対して、４０施設（４８％）がSNS

を利用しており、４４施設（５２％）がSNSを利用していな
かった（表２９―Ⅰ）。徳島県や高知県においてはSNSを利
用している施設の方が多かったが、香川県や愛媛県では
SNSを利用していない施設の方が多かった。
また、使用されているSNSはFacebook、Twitter、Insta-

gramの順に多く、徳島県においてのみTwitterの使用率が
最も高く、その他３県においてはFacebookの使用率が最
も高い（表２９―Ⅱ）。
系統別では、総合、理工系、動水植系においてはSNS

を利用している場合が多く、歴史系、美術系においては
SNSを利用していない場合が多い（表２９―Ⅲ）。
系統別の使用SNSの内訳においては、Twitterを最も使

用している割合が高い場合やFacebookを最も使用してい
る割合が高い場合など、系統によって様々であった（表
２９―Ⅳ）。

（ⅶ） 九州・沖縄地方
九州・沖縄地方では、全１７０施設に対して、１１２施設

（６６％）がSNSを利用し、５８施設（３４％）がSNSを利用
していなかった（表３０―Ⅰ）。すなわち、地方全体の３分
の２がSNSを利用していることになる。県別で見ると、
施設数の大きな差も見られず、６割近くがSNSを利用し
ていた（表３０―Ⅰ）。また、使用されているSNSはFace-

book、Twitter、Instagramの順に多く、どの県においても
Facebookの使用率が最も高かった（表３０―Ⅱ）。
系統別で見ると、動水植系はSNS有が１００％、他の系統

は６割程度であった（表３０―Ⅲ）。また、系統別でのSNS

内訳は、Facebookの使用率が最も高かった（表３０―Ⅳ）。
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表３０―Ⅱ 使用SNSの内訳（九州・沖縄地方・県別）

Twitter Facebook Instagram

福 岡 県 １８施設 １８施設 １１施設

佐 賀 県 ４施設 ６施設 １施設

長 崎 県 １０施設 １４施設 ９施設

熊 本 県 １１施設 １１施設 ４施設

大 分 県 ９施設 １０施設 ５施設

宮 崎 県 ３施設 ７施設 ２施設

鹿 児 島 県 １５施設 １８施設 ４施設

沖 縄 県 ５施設 １４施設 ６施設

表３０―Ⅲ SNS利用の有無（九州・沖縄地方・系統別）

有 無

総 合 １０施設（ ６７％） ５施設（ ３３％）

歴 史 系 ５２施設（ ５９％） ３６施設（ ４１％）

美 術 系 ２９施設（ ６６％） １５施設（ ３４％）

理 工 系 ０施設（ ０％） １施設（１００％）

自 然 史 系 ４施設（ ８０％） １施設（ ２０％）

動 水 植 系 １７施設（１００％） ０施設（ ０％）

表３０―Ⅳ 使用SNSの内訳（九州・沖縄地方・系統別）

Twitter Facebook Instagram

総 合 ６施設 ９施設 ５施設

歴 史 系 ３０施設 ４４施設 １４施設

美 術 系 ２２施設 ２５施設 ８施設

理 工 系 ０施設 ０施設 ０施設

自 然 史 系 ４施設 ４施設 ２施設

動 水 植 系 １３施設 １６施設 １３施設

５．調査結果のまとめ
博物館施設のデジタル化の進捗状況について、データ

ベースの有無、リポジトリの有無、SNSの利用状況を調
査した。今回調査した施設の総数は全国で１，７０２施設で
ある。
データベース公開の有無については、４４８施設が有り、

１，２５４施設が無しであった。HP上に公開されたデータ
ベースの比率は全体の４分の１程度のため、現状では
データベースのデジタル化がそこまで進展していないと
考えられる。
一方、地方・都道府県別のデータベース公開の有無に

目を向けると、「都市部には多く、地方には少ない」と

いうような明確な傾向は現れなかった。むしろ、都市圏
でもデータベースのデジタル化が２割を下回っていたり、
比較的人口の少ない県や地方の保有率が高かったりと、
県・地方ごとで様々な傾向が見られた。全国的にみれば
収蔵品のデジタルアーカイブはあまり進展していないよ
うに見受けられる。
また、画像枚数に関しては、４桁以上持つ施設が比較

的都市圏の施設に多いような傾向があった。都市圏の施
設は多くの人手があり、膨大な量のデータベースでも保
存・管理できる体制が整えられているのではと推測した。
リポジトリの公開については、全国で見ると、４４％が

有り、５６％が無しであった。系統別でみると、総合、自
然史系でリポジトリ有りの施設の割合が多く、それ以外
の系統では、無しの施設の割合が多かった。
地域別にみると、中四国地方、九州・沖縄地方で、リ

ポジトリの公開が進んでおり、ほとんどの県でリポジト
リ有りの施設の方が多い。それ以外の地域では、無しの
施設の方が多かった。
SNSについては、調査した博物館のなかで約６割は何

かしらのSNSを利用しており、約４割は利用していな
かった。都道府県別や系統別によっても、SNSを利用し
ている割合は様々であった。
使用しているSNSの内訳に関しては、都道府県別と系

統別の両方においてFacebook、Twitter、Instagramの順に
多いという傾向があった。

おわりに
今回の調査を通じて、日本の博物館における「デジタ

ルコンテンツの積極的活用」はあまり進んでいないよう
に感じた。調査結果を見ると、SNSやリポジトリは半数
近くの施設が利用している一方、データベースのデジタ
ル化はそれよりも低い水準だった。SNSやリポジトリは
施設自体の宣伝や研究の成果を公表する手段として有効
であり、運営自体もそこまで煩雑なものではないため、
利用する施設が比較的多い要因ではないかと考える。
一方でデータベースのデジタル化については膨大な

データ・資料を管理する必要があり、そのための人手や
予算の不足が原因で利用する施設が限定されているので
はないだろうか。
今後の課題としては、デジタルコンテンツの利用状況

について海外の博物館と比較して、デジタルコンテンツ
の活用を巡り日本と海外との間にどれほどの差があるの
かを調査したいと考えた。また、日本においてデジタル
コンテンツの導入が遅れている要因について、行政的観
点から検討してみたいとも考えた。
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